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令和７年度 事 業 計 画 

 

１．事業計画の概要 

当協会の運営につきましては、平素より関係各位のご指導ご支援を賜り、厚く  

御礼申し上げます。 

さて、我が国の経済について、政府の月例経済報告(令和７年２月)に依りますと、

『景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。先行きについては、

雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこ

とが期待される。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動産

市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しする

リスクとなっている。また、物価上昇、通商政策などアメリカの政策動向、中東地

域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。』と分析

しています。 

このような状況の中にあって、令和６年度の貨物取扱トン数は 1億 4,600万トン、

協会の重要な運営資金となる港湾福利分担金（第１次交付金）は 2億 3,700万円と

なっております。 

一方、協会の運営する福利厚生施設につきましては、施設の老朽化に伴う修繕 

など維持管理経費が増加しており、抜本的な整備改善が課題となっております。 

こうした状況を踏まえ、協会としましては、施設の整備改善に積極的に取り組み、

利用者の利便性の向上及びその増加に努めるとともに、これまでと同様、経営の 

効率化や経費の節減に努め、財政基盤の安定化を図っていくこととしております。 

このほか、以前から導入しております「体育・文化事業への助成事業」や「宿泊

費助成事業」並びに令和２年度より導入しました「技能訓練・養成助成事業」に  

つきましても、引き続き実施することといたします。 

今後とも、港湾労働者の方々の福利厚生の充実を図り、もって港湾作業能率の 

向上と港湾の発展に努めて参りたいと考えておりますので、関係官庁、関係諸団体 

並びに業界各位のご理解と、一層のご指導ご支援を賜りますようお願い申し上げ 

ます。 
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２．福利厚生施設の効率的な運営 

  当協会が運営する福利厚生施設は、現在２２施設となっております。 

総合厚生施設 １１ 休 憩 所 ５ 

住 宅 施 設 ２棟(44戸) 駐 車 場 ２ 

保 養 施 設 ２ 合 計 ２２ 

 

これら施設のうち、特に総合厚生施設については、施設の老朽化に伴い維持管理

費等の経費が増加しています。 

このため、施設の運営については、今後とも一層の経営効率化と経費節減に努め

るとともに、地元関係者のご意見・ご要望を踏まえながら、中長期的視野に立って、

施設の抜本的な整備改善に取り組んでいきたいと考えております。 

また、保養施設（別府及び武雄保養センター）については、客室などの整備を  

行い、利用者からは好評を得ております。今後とも 施設の改善のみならず、   

サービスの向上と積極的なＰＲの展開に取り組み、利用者の増加を図っていくこと

としております。 

 

３．財政基盤の安定化  

協会の財政は、その多くを港湾福利分担金と(一社)日本港湾福利厚生協会からの

施設整備助成金に依存しており、その基盤は脆弱と云わざるを得ません。 

このため、近い将来避けて通れない老朽化施設の建て替えなども視野に入れ、 

中長期的な計画を立てていかなければなりません。 

協会としましては、今後も財政的に許す範囲内において減価償却引当積立金や 

修繕積立金などの資金の積み立てを行い、財政基盤の安定化を図っていくことと 

しております。 

 

４．福利厚生のための助成事業の実施   

福利厚生のための助成事業につきましては、利用も多く、関係者の方々から好評

をいただいておりますので、さらにこの事業の定着を図るため、令和７年度も次の 

とおり実施することといたします。 

 

（1）支部が実施する体育・文化活動への助成事業 

支部が実施する体育・文化行事等への助成を行うもので、予算は令和６年度  

と同額の 4,500,000円を計上しております。 

                  

（2）宿泊費助成事業 

  「別府・武雄保養センター」及び「シーパレス日港福」について、会員利用者

への宿泊費の助成（1 人 1 泊につき 2,000 円）を行うもので、予算は令和６年度

と同額の 10,000,000円を計上しております。 

 

 

－２－ 



3）技能訓練・養成助成事業 

会員事業者が港湾運送事業を経営するにあたり、必要とする各種の資格保持者

を養成する場合に要した費用の一部を助成するもので、予算は令和６年度と同額

の 7,700,000円を計上しております。 

 

５．施設整備計画  

令和７年度は第 12次港湾福利厚生施設整備５ヶ年計画の最終年度です。 

多額の経費を必要とする整備につきましては、(一社)日本港湾福利厚生協会に 

対し工事費の助成をお願いしております。 

なお、令和７年度の施設整備計画は次のとおりです。 

 

○(一社)日本港湾福利厚生協会の施設整備助成金による整備計画    単位：千円 

施  設 名 工 事 名 工事額 助成申請額 

佐世保港湾労働者休憩所 新設工事 49,820 49,820 

八幡港湾労働者竹末住宅 外壁補修・屋根防水工事 24,480 24,480 

別府保養センター 客室トイレ改修工事 12,100 12,100 

合   計 ３施設３件 86,400 86,400 

 

 

○協会予算による施設整備計画                   単位：千円                                 

施 設 名 整備（工事等）名 工事等額 

小野田港湾労働者休憩所 パソコン購入 291 

下関港湾福祉センター エアコン取替工事ほか 1件 517 

洞海港湾労働者福祉センター 消防用設備等取替工事ほか２件 647 

博多中央港湾福祉センター パソコン購入 168 

伊万里港湾労働者休憩所 健康器具の購入 484 

長崎港湾福祉センター 看板補修工事 176 

佐世保港湾労働者休憩所 テーブル・長椅子の購入ほか１件 1,857 

津久見港湾会館 エアコン取替工事 130 

細島港湾福祉センター 布団の買い替えほか１件 924 

油津港湾労働者福祉センター エアコン取替工事 748 

別府保養センター 竹垣フェンス嵩上げ工事ほか２件 1,976 

武雄保養センター 布団の買い替えほか１件 3,084 

本部 パソコン購入 633 

合   計 13施設 21件 11,635 
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６．収支予算 

 

  令和７年度の収支予算の事業別総額は次のとおりです。 

 

単位：千円 

 収入総額 支出総額 摘 要 

施設運営事業 ３００，９３０ ３６１，６７９  

保 養 所 事 業 ８２，４０３ ８７，１８６  

住宅駐車場事業 ４３，６７２ ３８，８５７  

法 人 会 計 ４９，８０９ ２８，１１５  

合  計 ４７６，８１４ ５１５，８３７  
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７. 港湾福利分担金

　　令和７年度の港湾福利分担金は、次のとおりを見込んでおります。

242,000 千円

160,000 千円

402,000 千円

第1次交付金 第2次交付金 合 計 指　数

平成13 147,439 191,249 127,498 318,747 100

平成14 148,370 194,696 129,797 324,493 103

平成15 152,493 202,390 134,925 337,315 105

平成16 155,541 212,071 141,379 353,450 119

平成17 159,007 215,017 143,344 358,361 114

平成18 156,569 218,424 145,615 364,039 116

平成19 158,678 229,900 153,266 383,166 116

平成20 160,864 232,093 154,727 386,820 122

平成21 129,394 194,669 129,779 324,448 123

平成22 160,208 190,542 127,027 317,569 104

平成23 163,545 189,679 126,451 316,130 101

平成24 165,087 190,893 127,260 318,153 100

平成25 165,290 190,054 126,701 316,755 99

平成26 163,026 222,649 148,432 371,081 116

平成27 163,504 237,754 158,501 396,255 124

平成28 161,038 243,900 162,599 406,499 128

平成29 165,882 254,146 169,430 423,576 133

平成30 160,588 253,408 168,938 422,346 133

令和元 158,852 253,452 168,967 422,419 133

令和２ 141,448 230,704 153,802 384,506 121

令和３ 153,960 245,582 163,721 409,303 128

令和４ 147,092 238,215 158,809 397,024 125

令和５ 148,787 242,196 161,463 403,659 127

令和６ 146,850 237,979 158,651 396,630 124

令和７ 147,000 242,000 160,000 402,000 125 推定値

第１次交付金

第２次交付金

　合　計

取扱トン数及び港湾福利分担金の推移

（単位：千トン、千円）
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年 度 取扱トン数 備　考
港湾福利分担金






